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調査研究の背景・目的 

スマートフォン等の急激な普及によりトラヒックが急増しており、様々なレイヤーにおいてネットワーク負荷を減らす必要が増
している。 

その中で、交通渋滞削減や車両管理等を目的とした、プローブ情報を活用が進んでいる。 

車載カメラで取得した画像を利用者間で共有するサービスなども商用化されており、将来的に車両から送信される 

データ量が増大する可能性もある。 

マ
ル
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ロ

ブ
事
業
 

通信 

サービス 

車載器開発ベンダ・通信事業者 

ITSサービス提供者 
アプリケーション開発ベンダ 

対象レイヤ 対象プレイヤ例 

ITSにおいて通信効率化を実現する、
通信プロトコルの実装方針 

ネットワーク負荷軽減につながる
サービス設計の考え方 

調査検討の活用 

プローブサービスにおいても、将来的には、ネットワークへの負荷について考慮することは必要。 
ただし、プローブサービスは交通渋滞削減・CO２削減の実現には不可欠なものであり、 

サービスの品質への影響を踏まえた上での検討が必要である。 
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本調査研究における「プローブ情報」の範囲 

自動車から送信される情報を対象とする。自動車内からの関連アプリのスマートフォンによ
る通信も範囲とする。 
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車載機から送信される 
車両情報 

 

 

特に専用の通信モジュールを利用するもの
は通信インタフェイスの制御等が可能 

最近は一部携帯電話やスマートフォンと連
携したものも出ている 

提供主体は自動車メーカーや据え置きのナ
ビメーカ等 

スマートフォン単体での 
自動車内で利用される 
アプリで送信される情報 

 

 

スマートフォンアプリの提供する自動車向
けナビアプリ 

通信事業者、自動車メーカーのコントロー
ル外であり、通信プロトコルの工夫などを
入れ込むことを統合的には進められない。 

自動車外で利用されるスマートフォン 

から送信される情報 
 

 

 

歩行者ナビや各種の位置情報を活用し
たサービス 

自動車内で使われるサービスを比較して
渋滞削減に資するものは少ないと考えら
れるため、対象外とする 

本調査研究におけるプローブ情報の範囲 

携帯電話網を通じたプローブ通信を対象とし、主に「上り回線」の「データ通信」を対象とする。 
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平成30年におけるプローブサービスの姿 

車両に搭載されるセンサー（カメラ）の増加やモニタリングのニーズ等の増加していくことで、
より大容量なデータがより高頻度でやりとりされる環境となる 

平成30年には、無線通信の技術に関しても、LTE-Aの導入などが一部エリアでは開始されており、 

車載機向けなどの通信モジュールも現在よりも高速通信可能なものが主流になると考えられる 

現在のプローブサービス 

スマートフォン等ではLTEサービスが普及
しつつあるが、車載機等において3Gの利
用が主流 

平成30年に向けたプローブサービス 

 LTEが主流であり、一部都心などはLTE-Advancedが整備 

（速度数百Mbps～1Gbps） 

 

無線通信 

位置情報等のテキスト情報が主流（一部画
像を使うサービスが登場） 

車両からの送信は短くて数分間隔が主流 

大容量のデータは蓄積して取得 

 

やりとりされる 

情報種類・頻度 

プローブ 

利用車両 

自動車メーカーやナビメーカーのテレマティ
クスサービス利用者 

一部の商用車 

 

車載カメラの画像、車両状況や運転状況のモニタリングデータ（CANデ
ータ）など、大容量化が進む 

容量の大きいデータであっても、リアルタイムで無線で送信するケース
が増える 

自動車メーカーやナビメーカーのテレマティクス利用者は増加 

据え置き型のナビゲーションに加えて、スマートフォン単体でのプローブ
サービス等も増加 

 EVの増加、カーシェアリング車両の増加、PAYHD保険の利用者など、
モニタリングニーズの高い車両が増える 

現在登場している萌芽事例、関連事業者へのヒアリングなどをベースに将来像を予測 
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萌芽事例：スマートバリュー CiEMS NAVI 

OBDから取得した情報をスマホでセンターにリアルタイムで送信し、 
商用車等における高度な運行分析・ならびにリアルタイムな指導を実現 

スマートバリューは通常のスマートフォンによるカーナビ機能に加え、OBDから取得した情報を基に運行分
析を提供するサービス（CiEMS NAVI）を提供。 

リアルタイムでの運転アドバイスはスマホで情報解析し、その場でフィードバックを実施。 

詳細な運行情報の記録や複数車両管理は、スマホから送信したデータを利用し、センターで解析を実施。 

 

取得 送信 解析 フィードバック 

データセンター 
解析 

リアルタイム 
解析 

OBD 
走行距離や燃料
消費量、アクセル
開度など 

スマホ 
位置情報（GPS）、
カメラ、加速度 

同上 

スマホ 
OBDから無線
LANでスマホへ
送信したデータ
を、スマホ回線
でアップロード 

データ送信せず 

データセンター 
運行履歴マップ、
運行日報の作
成、複数車両の
動態管理など 

スマホ 
平均燃費、アイ
ドリング情報な
どを解析 

オフィス 
→スマホ 
運行ルートの指
示、安全運転指
導など 
 

スマホ 
速度のムラ、エ
コドライブのアド
バイスをリアル
タイムフィード
バック 

CiEMS NAVIにおけるデータの動きと利用 
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萌芽事例：パイオニア スマートループアイ 

ドライバー同士がリアルタイムの道路状況画像を共有できる、 
クラウド型情報共有サービスを2013年より提供している 

パイオニア スマートループアイの概要 

車載機に付属したカメラが撮影した道路状況の画像をサーバーに保存し、リアルタイムでドライバー同士が共有。 

撮影場所は、ジャンクションやSA、PAなどの高速道路施設、交通量の多い交差点、人気施設の駐車場入り口など、全国で
約5000カ所が設定されている。画像は撮影時の時間、走行速度とあわせて共有される。 

7 

車載カメラ画像の分析を行うことで、より詳細な交通情報の提供や、周囲状況の把握が可能 

出所）パイオニアHP 

カーナビ画像（左側が他のドライバーから共有された画像） 



Copyright（C） 2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 

萌芽事例：パイオニア スマートループアイ 

 
2月の大雪の際のスマートループアイからの画像 

8 出所）https://twitter.com/smartloop 
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Ｈ30年に向けたプローブ情報サービス量の予測 

各サービスにおける利用車両の増加、送信するデータ（データサイズ・頻度）の増加により、 
将来的には移動通信トラヒックの1割程度に達する可能性がある 

 

通信量（Gbps） 通信量（上り）全体の予測=933Gbps 

増大ケースで 

全体の10%程度のトラヒック量 

保守ケースで 

全体の2%程度のトラヒック量 

中庸ケースで 

全体の6%程度のトラヒック量 

リアルタイム交通情報 

車両モニタリング 

商用車の管理 

周辺状況モニタリング 

など 
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トラヒックの変動について 

実際の通信への負荷を考える上では、トラヒックは空間的・時間的な集積を考慮する必要
がある。 

前述のトラヒック量はあくまでも全国における平均値であり、通信を行う人や車両が密集する場面・場所にお
いて、負荷は増加する。移動通信全般においては、時間帯による平均値とピーク値は1.6倍の差がある。 

プローブサービスを想定する上で参考となりうる車両の通行量は、昼間は1日平均よりも1.3倍の差がある。 

平均49Gbps 

最大79Gbps 

1.6倍 

我が国における移動通信トラヒック 

（平成25年6月、火曜・土曜日、24時間推移） 
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1日平均1.3倍 

自動車交通量の昼間・夜間の違い 

（平成17年度道路交通センサス） 
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（参考）トラヒック全体の想定 

モバイルトラヒックはスマホの普及などにより急拡大している。現在の増加率（年率80%）で
推移すると平成30年度の上りトラヒック量は現在の約20倍の933Gbps 

各キャリアによる今後5年～10年のトラヒック量増加の予測も概ね年率67%～100%程度 

11 
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増大するプローブ情報の通信への負荷軽減を目的として、通信レイヤー、サービスレイヤー
それぞれにおける対策を検討 

 

プローブ情報のやりとり 
の効率化のための工夫 

サービスにおける 
工夫 

通信レイヤー 
における工夫 

プローブサービスの設計において、求められるサービス品質を提
供することは担保しつつ、通信負荷を減らす 

CO2削減への寄与が高い交通情報提供サービスを想定し

て、プローブサービスの品質を担保しつつ、プローブデータ
の車両からの取得頻度の工夫による効果を検討 

通信のプロトコル等を、プローブサービスならではの要件や環境
を加味したものへとパラメータ等を変更する 

レイヤーの高いトランスポート層やアプリケーション層にお
ける工夫により、同じサービス設計においても通信部分の
工夫によって負荷を軽減 

高頻度での通信を必要とする際の通信方式 
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シミュレーション・実証実験の概要 

 
車両情報を取得できる車載器を車両100台以上に取り付け、1ヶ月間以上の走行実績データを収集 

路上を走行するタクシー100台に通信モジュール付きの車載器を搭載し、実際に路上走行時のデータを取
得し、携帯回線を通じて定期的にアップロードを行う 

100台のタクシーをグルーピングし、グループ毎に車載機のTCPにおけるパラメータの設定を変えてグルー
プ間比較を実施することで、効果の有無などを検証 

また、実証実験に先立てシミュレーションを実施することで、パラーメータの設定値などを決定 

OBDⅡ 
コネクタ 

車載器 タクシー100台 

GWサーバ 
ITSサービス 
サーバ 

FOMA 
閉域網 

FOMA 

実証実験用 
スマートフォン 

実証実験実施イメージ 

Ｉｎｔｅｒｎｅｔ 

LTE 

 実証実験結果の活用方法 

 
実証実験の結果、送信エラーや再送が少なく、総パ
ケット量が最小であるグループのパラメータが、最も効
率が良い通信を可能とする推奨パラメータとなる。 
その結果と、シミュレーション結果に基づく最適パラ
メータとの比較・分析を行う。 
 

リアルタイム向けの通信プロトコルを利用した際の、
データ到達の遅延等について、通常のプロトコルとの
違いを検証する。 
 

ネットワーク 
シミュレーション 
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通信レイヤーにおける検討： 
主にＩＰレイヤにおける施策の実証のために、シミュレーション・実証実験を実施 

トランスポート層、アプリケーション層における工夫によって、通信効率化の効果を車載機を用いた実証実験
、スマートフォンによる実証実験で検証 

アプリケーション層 

トランスポート層 

IP 
レイヤ 

下記TCPでの各技術要素の検証においては、一般的に普
及しているHTTPを前提とする 

TCPの各技術要素の検討 

HTTP以外のプロトコル（例：WebSocket） 

UDPでの検討（例：CoAP） 

TCPよりも信頼性は劣るが、データ量を抑えるこ
とができるUDPにおいて、データの欠損率を把
握することで、交通情報生成への適用の有無を
検証する*② 

HTTP以外のプロトコルを移動環境で利用するこ
との有効性について、HTTPを用いた場合との
比較を行うことで検討する*① 

スマートフォンでの実験を実施 
シミュレーションを実施 
車載機による実験を実施 

① ITS環境で大きなデータを送信する際に、TCPの工夫により、どの程度通信の効率化が可能か 
 

② 緊急車両状況の周囲への提供等、高頻度でのデータ収集が遅延なく実施できること 
Å 例：1秒に1回送ったものが、5秒以内でサーバーに到達するか否 

③ 交通情報生成等、多くの情報の収集が必要な際に再送を行わないUDPを使うことで交通情報生成への影響がどの程度あるか 
Å 前述の検討を踏まえて、カバー率等への影響を分析 

信頼性が高い通信を、多くの開発技術者の負
担が少なく実現できるTCPにおける、各技術要
素の工夫による効率化を検討*③ 
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TCPの4つの技術要素の選定理由 

 ITSプローブサービスの要件が無線ネットワークに影響を与える影響を明確化し、 
「通信時間」と「通信データ量」の削減が見込まれる最適化技術を抽出。 

テーマを踏まえ、無線ネットワークへ与える影響を分析することにより、最適化技術を抽出した。 

大規模ユーザの収容 

到達保障性の確保 

リソースの枯渇 
（無線は有限） 

通信時間の短縮 

通信データ量の削減 

再送最適化 

フロー制御 

平成30年におけるITS
サービスとは 

再送処理時間の 
短縮 

再送データ量の削減 

テーマ 

大容量データ通信の 
実現 

再送パケットの増加 
（無線は不安定） 

平成30年におけ
るITSサービス要件 

無線ネットワークへ
の影響事項 

無線ネットワークへ
の影響抑止方法 

輻輳制御 

最適化技術 

ITSサービスにおける通信最適化を行うにあたり 
最適化技術を抽出 

リアルタイム性の確保 

16 
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TCPの4つの技術要素の選定理由 
 

導出された最適化技術から、効果が高いと思われる技術要素を選定した。 

最適化技術 技術要素 選定 選定理由/選定除外理由 

フロー制御 
Windowによるフロー制御 
(複数セグメント送信) 

○ 
ITSサービスで画像等大容量データ送信を行う場合に、通信時間の短縮に
対し高い効果を得ることができると考えられるため採用とした。 

再送最適化 

RTOの自動追従 ○ 移動時の通信が前提であるITSサービスでは、パケットロスの多発および、
RTT(※)の変動が大きくなることが予想される。再送制御を適切に行うことで、
これらの影響を最小限にでき、通信データ量の削減に対し高い効果を得る
ことが出来ると考えられるため採用とした。 

選択確認応答 ○ 

スプリアスタイムアウトの検出 ○ 

輻輳制御 

輻輳回避 

実網における輻輳発生が時間的・場所的に限定されるため、シミュレーショ
ンのための条件設定および、実証実験での効果測定が困難なことから、本
事業における最適化検討からは除外した。 

スロースタート 

高速再送 

高速リカバリ 

(※) RTT(Round-Trip Time)は、データ送信開始から、送信先からの応答を受けるまでの時間。 

17 
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TCPの4つの技術要素の効果まとめ 
 

4つの技術要素を適用することで、通信時間および再送データ量の短縮・削減効果を得ら
れた。H30年におけるプローブサービスに向けて、これら技術要素の導入を提言する。 

技術要素 
通信時間短縮効果 
再送データ量削減効果 

H30年におけるプローブサービスへの効果 

Windowによるフロー制御 

・通信時間の短縮効果を得ることがで
きる 
・高速ベアラでは、さらなる通信時間の
短縮効果を得ることができる。 

通信時間を短縮し、限られた無線リソースを有効に利用すること
で、今後予想される通信端末数や通信量の増加による接続待ち
の発生を緩和することが可能である。このため、大容量データを
扱うITSサービスに対し、これら技術要素の導入を提言する。 
 
対象サービス： 
カーシェアリング/車両モニタリング etc. 

RTO自動追従 

・再送データ量の削減効果を得ることが
できる 
・高速ベアラでは、通信時間の短縮効
果を得ることができる。 
・人口密集地のようなパケットロス率の
大きな場所では、大きな通信時間短
縮効果を得ることができる。 

データ到達保証に必要な再送処理における通信時間や再送デー
タ量を短縮・削減し、限られた無線リソースを有効に利用すること
で、今後予想される通信端末数や通信量の増加による接続待ち
や輻輳の発生を、緩和することが可能である。よって、データ保証
を必要とするITSサービスに対し、これら技術要素の導入を提言
する。 
 
対象サービス： 
ロードプライシング/EV管理/商用車管理/カーシェアリング/E-
Call/緊急通報 etc. 

選択確認応答 
・人口密集地においては、通信時間の
短縮および、再送データ量の削減効
果を得ることができる。 

スプリアスタイムアウト検出 
・高速ベアラにおいては、再送データ量
の削減効果を得ることができる。 
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TCP以外の技術要素の検討 

 
スマートフォンを利用して、 実走行時におけるCoAP(UDP)やWebSocketによる通信を実施 

HTTP・WebSocket・CoAPでのフィールドテストについて 

Androidスマートフォン上で、各通信プロトコルにより定期的に位置情報を送信するアプリケーションで実施した。 

送信するデータは、時刻・ID(=端末MACアドレス)・緯度・経度。1回あたり100～110バイトを、1秒に1回送信した。 

 

①ハンドオーバーの発生、②悪天候、③高速走行、④多数の携帯在圏者のケースについて確認した。 

① 実験ルート１（レインボーブリッジ周辺） 

 以下の赤線ルートを時速40km/h～60km/h 程度で走行。 

 

 

 

 

 

② 実験ルート２（首都高速1号羽田線） 

 お台場周辺～首都高横浜駅西口 の間を時速60km/h 程度で走行。（2014年2月14日 降雪時に確認 *1） 
*1 : この際は、WebSocket と CoAP に絞って試験を行い、それぞれ1000回程度の通信は全て成功した。 

 

③ 実験ルート３（第三京浜道路） 

 羽沢～京浜川崎 の間を時速80km/h 程度で走行。 

 

④ 実験ルート４（都心駅前の人口密集地） 

 新橋駅周辺を10km/h～20km/h 程度で走行（信号待ち含）。 
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TCP以外の技術要素の検討 

CoAP(UDP)やWebSocketなどは、小さいデータ量を高頻度で送信する一部のサービスにお
いて適用することで、通信の効率化に寄与する 

実験期間を通じて、以下の結果が得られた。 

WebSocket、CoAPは、HTTPと比してヘッダ相当のデータが少ないため、同じ情報を伝送するにあたって少ない通信
量で通信ができる。 

通信量の削減に伴い、1秒に1回程度の高頻度の情報収集を行う際には、従来一般的であったHTTPと比べて、通信
の成功率、及び短時間内での通信完了率が向上することが確認できた。 

いずれのプロトコルも、トラヒックの減少の観点では有効と考えられる。 

 

 HTTP WebSocket CoAP 備考 

1回あたり通信量(byte) 210(105) 111(6) 109(4) 1秒に1回通信を行った。 

()内は通信ヘッダ相当量 

通信量の比較 1.00(基準値) 0.53倍 0.52倍 

平均通信成功率(%) 72.3% 98.0% 96.5% 

 うち、5秒以内通信完了率 94.2% 99.8% 100% 

 うち、2秒以内通信完了率 39.8% 99.7% 99.8% 

通信失敗時の特徴 全体的にタイムアウト
する通信が発生 

主に橋上、人口密集地で
失敗 

（通信切断後、再接続まで 

続けて失敗するケース有） 

主に橋上、人口密集地で失
敗 

（長時間の連続失敗は無） 
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サービスレイヤーでの検討結果：交通情報提供サービスにおける検討 

従来の交通情報の精度（5分に1度提供）を前提に、カバー率を向上させるために必要なプ
ローブデータの要件について、過去のプローブデータと実証実験から分析・評価を行う。 

本プロジェクトへの示唆 

通信影響を踏まえながら、品
質の高い道路交通情報 

【過去データ分析】 
3年分のタクシープローブデータから、道
路交通情報のカバー率と必要な車両台数
の関係を整理 

【過去データ分析】 
3年分のスマートフォンプローブデータから、
GPS取得間隔とカバー率の関係を整理 

【実証実験】 
実験から得られたプローブデータ 
（2秒に1回GPS情報を取得） 

分析・実証実験 

評価 

INPUT 

特定のエリア（データが充実して
いる東京都内を想定）において、
プローブ情報を提供する自動車
がＸ台程度あれば、従来と同程
度の交通情報を充実させること
ができる。 

評価 

 分析・評価にあたっては、長期（過去3年程度）且つ広範囲（東京23区全域）に渡って、多くの車両(3000台程度)から収集
を行ったプローブデータを用いることで、過去のプローブ関連実証では得づらかった面（エリア）の評価を行う。 

 前提として、道路交通情報生成ロジックに依らず評価できるよう、補間技術（例：プローブデータがない区間を、前後のデ
ータから補間する）は 使用しない。 

 補間技術を使用しないため、1サンプルでもデータが確認できた道路はカバー対象とした。 

 

21 
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 実証実験で収集できたプローブ情報を間引いて道路交通情報を生成し、そのカバー率を確認した。結果、30秒～2秒の
取得間隔の間で、取得間隔が短縮すると共に道路交通情報のカバー率も向上することが確認できた。 

 また、取得間隔を2秒から4秒にしても、カバー率の差は1%未満。2秒と10秒に1回であっても差は2割未満であり、サービ
スの内容によっては、10秒に1回でも十分なものもありえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この結果は、道路交通情報の生成に当たって補間技術等を用いていないため、実際にはこれ以上の効果が期待できる
と考えられる。 

 （参考）実証実験で収集したプローブデータについては以下のとおり。 

 期間：2013年12月 1ヶ月間。 

 台数：タクシーおよそ100台分。なお、対象車両は週500km以上(=概ね100km/日)を走行しているものを対象。 

 プローブ情報：2秒に1回取得。 

 対象道路（総延長距離8,911km)における道路交通情報のカバー率(1回でも走行した道路の割合)を算出した。 

 

サービスレイヤーでの検討結果：交通情報提供サービスにおける検討 

プローブ情報取得間隔を短縮することでカバー率が向上するが、サービスの要求品質に応
じて必要な情報取得間隔を設定すれば通信の効率は上がる 

22 

 

GPS間隔 5分 10分 15分 30分 1時間 3時間 6時間 12時間 24時間
2秒 3.245579 5.084269 6.3951 9.038463 12.204066 19.935709 27.379157 42.531567 49.957924
4秒 3.212647 5.040181 6.349034 8.992246 12.156162 19.840503 27.275337 42.345131 49.803335
6秒 3.099098 4.895234 6.193 8.814906 11.942221 19.575061 26.933529 41.835585 49.231537
8秒 2.909297 4.634352 5.893223 8.460603 11.538425 19.051006 26.365513 41.130648 48.759409
10秒 2.691678 4.337189 5.55036 8.054089 11.06184 18.468526 25.68317 40.26114 47.880834
20秒 1.70505 2.875822 3.784318 5.776331 8.330029 14.718519 21.15913 33.944276 41.795984
30秒 1.126431 1.951989 2.620112 4.126906 6.167258 11.443004 16.868908 27.621443 35.386514
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今後のプローブサービスの姿 

調査研究の背景と目的 

プローブサービスにおける通信の効率化 

まとめ・今後に向けて 
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本調査研究からの示唆：まとめ 

携帯電話事業者とメーカーなどが連携していくことで、プローブサービスにおける通信の効
率化が期待でき、限られたリソースの有効活用につながる 

平成30年に向けて、車両に搭載されるセンサ（カメラ等）は増加すると考えられ、それらから取得され
たデータの一部はプローブサービスに活用されていくと考えられる。 

これらのデータがビックデータ的に蓄積され、交通情報等がリッチ化することでCO2削減や安全運転等に大きく
寄与する 

そのため車両からやり取りされるプローブ情報は動画像や詳細な車両情報等が加わり、プローブサー
ビスのリアルタイム性が増えることで無線でやりとりされるプローブデータ量は大幅に増加し、全移動
通信の上りトラヒックの1割程度にまで増える可能性がある。 

本調査研究からの提言 

本調査研究から、車両が走行する状態において、TCPのパラメータの調整が通信の効率化に関して一
定の効果が上げられることが実証された。 

プローブサービスで利用されている通信機器における搭載や設定のされ方などを踏まえて、各事業者（
通信事業者、メーカー、サービス提供者等）が密にコミュニケーションを取っていくことが重要。 

また、標準的な考え方などをガイドライン化していくことも可能ではないか。 

CoapやWebsocketのような技術に関しては、ITSサービスの目的や要求によっては、通信効率化の効
果があるために、今後の実装の進行等も含めて継続的な動向の調査が必要 

プローブにサービス関しては、自動車業界に加えてGoogleやApple等の事業者も積極的に参入してい
る。車載機のOSとしても使われつつあることから、これらの事業者を含めてどのように通信リソースの
効率化について協業していくべきなのかも考慮が必要。 

 

 

平成30年に向
けたプローブサ
ービスの動向 

通信効率化に
おける示唆 

通信事業者による設備増強は前提としても、周波数は有限であり、通信事業者に依存しない形での通信の効率化等の検討の意義がある。 
また効率化することで通信費用が安くなれば、プローブサービスのさらなる普及という好循環が期待できる 


